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要旨：本研究では，現場から生コン工場に返送された残コンをフレッシュコンクリートの状態から造粒処理

することにより製造される粒状化再生骨材製造技術に着目し，粒状化再生骨材の品質を確認するとともに，

粒状化再生骨材への効果的な CO2 固定化を目的とし，実験的検討を行った。その結果，使用する粒状化材料

によって粒状化再生骨材の物性に違いがみられたが，物理的性質および粒度といった側面では，それぞれ通

常の再生骨材 M，Lに近い品質であることが確認できた。また適度なマイクロバブル水の供給と CO2環境下で

の乾燥を繰り返すことで，効率的に CO2 が固定できることが示唆された。 

キーワード：粒状化再生骨材，CO2固定，炭酸化，示差熱－熱重量同時分析 

 

1. はじめに 

 近年，脱炭素社会の構築に向けた様々な取り組みが地

球規模で進められており，我が国においても 2020 年に

国内の温室効果ガスの排出量を 2050 年までに実質的に

ゼロとする，「2050 年カーボンニュートラル」が宣言さ

れ，多種多様な分野で温室効果ガス削減に向けた技術開

発がさらに加速している。 

 建設分野においては，コンクリートに使用されるセメ

ントは，クリンカの製造過程で多くのエネルギーが必要

なことに加え，原料である石灰石を大量に使用するため，

地球温暖化の主要因である二酸化炭素（以下，CO2）を多

く排出することが知られている。そのため，コンクリー

ト分野における CO2削減の取組みにおいては，クリンカ

の使用量を減らすために高炉スラグやフライアッシュな

どの副産物を積極的活用した低炭素型コンクリートの展

開が進められている。 

一方で，セメント・コンクリートは CO2を固定化する

ポテンシャルが非常に高く，コンクリート構造物は供用

期間中に大気に接している表面が炭酸化することで二酸

化炭素（CO2）を吸収・固定している。供用を終えたコン

クリート構造物は，解体され，破砕，粒度調整などの再

資源化の過程を経て，コンクリート用の再生骨材や道路

舗装用の路盤材として再利用されている。この再資源化

の過程では，新しく大気に接する面が大きくなることか

ら，さらに CO2を吸収・固定すると考えられている。 

そのような観点から，再生骨材を対象に付着するモルタ

ル中に含まれるカルシウム分に人為的にCO2を固定化さ

せることで，資源循環と同時に CO2削減への貢献も期待

されている。しかしながら，再生骨材はコンクリート解

体ガラから製造されるため，原コンクリートの品質や供

用された期間，どのような環境で使用されているかを完

全に把握することは困難であり，使用する原コンクリー

トによってCO2固定化できるポテンシャルは大きく異な

ることが想定される。 

そこで本研究では，現場から生コン工場に返送された

残コンをフレッシュコンクリートの状態から造粒処理す

ることにより製造される粒状化再生骨材製造技術に着目

し，その基本特性と CO2固定量のポテンシャルについて

の検討を行った。 

 

2． 粒状化再生骨材の概要 

2.1 粒状化再生骨材の定義・位置づけ 

 “再生骨材”は，構造物の解体時および生コン工場の

戻りコンから発生するコンクリート塊から製造され，JIS 

A 5201 再生骨材用コンクリート H および JIS A 5202，

5203 における再生骨材コンクリート M，L の附属書とし

て規定されている。それらの規定における再生骨材は，

十分に硬化してないものを対象にしないために，“運搬車

から排出後 1～3 日で砂利状に砕いたものは除く”さら

に“原コンクリートに対し，破砕などの処理を行って製

造した骨材”と記載されている。そのため，本報告で対

象とする粒状化再生骨材は，材齢 0 日において，破砕す

ることなく，生コンから直接砂利状（粒状）にし，その

後硬化させて製造するため，現在の再生骨材の規格に当

てはまらない。 

 今後，粒状化技術が社会に広まることで，粒状化再生

骨材の名称や規格化，定義が議論されていくと考えてい

るが，本報告では，“粒状化再生骨材は，材齢 0 日のフレ

ッシュ状態の生コンに，粒状化材料等を混ぜ込むことで，

生コンの流動性を低下させ粒状とした骨材”と定義する。

粒状化再生骨材の原コンクリートとなる生コンは，ほと

んどの場合 JIS A 5308“レディーミクストコンクリート”
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認証工場から出荷されるため，全ての材料のトレーサビ

リティが把握でき，アルカリ骨材反応などが担保できる

と考える。 

2.2 製造方法・原コンクリートの諸元 

 粒状化再生骨材を製造するにあたり，原コンクリート

の使用材料を表－1に，調合を表－2に示す。原コンクリ

ートは，呼び強度 24，スランプ 15cm のコンクリートと

し、0.5m3 製造して 4t のアジテータ車に投入し，残コン

を模擬した。このコンクリートに，表－3に示すタイプ・

主成分が異なる 2 種類の粒状化材料を投入し，所定の製

造方法によって粒状化再生骨材を製造した。各粒状化材

料による粒状化再生骨材の製造方法を表－4 に示す。ま

た，製造時の写真を写真－1に示す。 

 粒状化再生骨材の製造作業を行った後，アジテータ車

のドラム内を水洗いし，ドラム内の確認を行ったところ，

粒状化材料 A は約 10kg 程度の樹脂の付着があり，水洗

いのみでは洗浄できないことが判明した（写真－2）。一

方，粒状化材料 B については残渣が無く，水洗いのみで

洗浄が完了できることを確認した。粒状化材料 A につい

て，糸を引くような樹脂の塊はアジテータ車から排出後

の粒状化再生骨材の中にも散在し，養生終了時において

も少ないながら存在した。1 日養生後の解砕作業におい

ては粒状化材料 A のほうがやや労力を要した。 

ふるいによって 5~25mm に分級した粒状化再生骨材を

写真－3 に示す。粒の目視では粒状化材料 A を用いた骨

材は、同 B よりも粒形が大きい傾向にあり，袋詰した嵩

については 5％程度，B のほうが多くなった。 

表－1 原コンクリートの使用材料 

材料 記号 種類・仕様 

水 W 上水道水 
セメント C 普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ 密度＝3.16g/cm3 

細骨材 S 
山砂（城陽産）表乾密度＝2.55 g/cm3， 
絶乾密度＝2.50 g/cm3，吸水率＝2.00%， 
粗粒率＝2.75 

粗骨材 G 
砕石 2005（土山産）表乾密度＝2.67g/cm3， 
絶乾密度＝2.66 g/cm3，吸水率＝0.65%， 
粗粒率＝6.69 

混和剤 Ad 
AE 減水剤（ﾘｸﾞﾆｽﾙﾎﾝ酸化合物とﾎﾟﾘｶﾙﾎﾞﾝ酸 
ｴｰﾃﾙの複合体） 

 
表－2 原コンクリートの調合 

呼び強度 
(N/mm2) 

単位量(kg/㎥) 
W C S G Ad 

24 174 335 792 969 2.68 
 

表－3 使用した粒状化材料 

品名 タイプ 主成分 

粒状化材料 A 樹脂 高分子吸水剤 

粒状化材料 B セルロース 古紙 

 
表－4 各粒状化再生骨材の製造方法 

粒状化材料 A 粒状化材料 B 

高分子剤を 
アジテータ車に投入 

粒状化材料を 
アジテータ車に投入 

ドラムを 30 秒高速攪拌 ドラムを 2 分中速攪拌 
急結剤を 

アジテータ車に投入 ドラムを 2 分高速攪拌 
ドラムを 3 分高速攪拌 

コンクリート土間に排出 
排出した粒状化再生骨材を広げ， 
ブルーシートを掛け 24 時間養生 

ハンドスコップ等で粉砕し，粒同士を分離 
ブルーシートを掛け 3 日間養生 
ふるいにより，5~25mm に分級 

(a）粒状化材料投入 (b）アジテータ車からの排出 (c）ハンドスコップ等による粉砕 

写真－1 粒状化再生骨材の製造 

写真－2 粒状化材料 A ドラ

ム壁面の付着物 
写真－3 養生終了後の各粒状化再生骨材 

粒状化再生骨材Ｂ 粒状化再生骨材Ａ 
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2.3 粒状化再生骨材の品質・物性 

 粒状化材料 A，B を用いて，表－4 に示した手順で粒

同士を分離後，ブルーシートを掛け 3 日間養生した各粒

状化再生骨材を，フレコンパックに詰めて室内環境で材

齢約 4 週まで静置し，5~25mm の範囲に分級して粗骨材

としての品質・物性を確認した。試験は，絶乾密度・吸

水率試験は JIS A 1110，粒度分布は JIS A 1102，破砕値試

験と推定吸水率の計算は JIS A 5023 附属書 C に従い，付

着ペースト率は塩酸溶解により測定した。 

表－5 に物理的性質とペースト率，図－1 に各粒状化

再生骨材の粒度分布，表－6 に破砕値と推定吸水率の試

験結果，図－2に付着ペースト率と吸水率の関係を示す。

吸水率と絶乾密度は，粒状化材料Aを用いたものでは JIS 

A 5022 附属書 A コンクリート用再生粗骨材 M に，B で

は JIS A 5023 附属書 A コンクリート用再生粗骨材 L の

規格に適合する範囲であった。また，粒度分布は事前に

粒度調整したため，A,B のいずれも再生粗骨材 M2505 に

適合する範囲であった。今回対象とした粒状化材料 A,B

では，製造した粒状化再生骨材の物性に違いがみられた

が，物理的性質および粒度といった側面では，それぞれ

通常の再生骨材 M，L に近い品質であることが確認され

た。 

一方，JIS A 5023 附属書 C では再生粗骨材 L の吸水率

の推定試験方法として，破砕試験の方法とこれより得ら

れた100kN破砕値から推定吸水率を算出する方法として

以下の(1)式が示されている。 

Q = 0.85Cg + 1.50              (1) 

ここに，Q：再生粗骨材 L の推定含水率(%)，Cg：100kN

破砕値(%) 

破砕値試験から算出した再生粗骨材 L の推定含水率は

JIS A 1110 により実測した吸水率と比べ粒状化材料 A を

用いたもので 80％，B では 70％程度といずれも小さく，

今回試験した粒状化再生骨材ではいずれも通常の再生骨

材 L に比べ、吸水率に比して破砕値が小さいと考えられ

た。その要因としては，粒状化材料の影響で付着してい

るモルタル（ペースト）の付着力が強いこと，粒状化再

生骨材の製法では通常の再生骨材の製造で用いられる破

砕などによる余計な力が加えられないこと，などが考え

られた。また，付着ペースト率は A に比べ B の方が 7％

程大きく，A は文献 1）に示される再生粗骨材 L のペース

ト率 18％に近い値であるが，B では吸水率に比してペー

スト率が大きい結果であった。 

 

3． CO2固定化試験 

3.1 炭酸化養生・評価方法 

 粒状化材料 A，B を用いてそれぞれ製造した粒状化再

生骨材 A，B に対して，CO2 の微細気泡を含む水分を供

給して高濃度 CO2 雰囲気化で養生を行う方法で CO2 の

固定化を検討した。供給する水分には CO2 を 100μm 以

下の気泡（マイクロバブル・ナノバブル）として水中に

保持した溶液（以下，MNB 水）を用いた。金ら 2)は，CO2

ナノバブルを含む溶液にモルタルサンプルを繰り返し浸

漬させることで，効果的に炭酸化による空隙充填効果が

得られることを報告している。また，極微小な気泡によ

表－5 粒状化再生骨材の物理的性質とペースト率 

項目 

粒状化材料 

種類 
JIS A 

5022 

規格値 

JIS A 

5023 

規格値 A B 

表乾密度(g/cm3) 2.47 2.38 - - 

吸水率(%) 4.79 6.18 5.0 以下 7.0 以下 

絶乾密度(g/cm3) 2.36 2.24 2.3 以上 - 

微粒分量(%) 0.00 0.00 2.0 以下 3.0 以下 

ペースト率(%) 18.5 25.6 - - 

 

 

図―1 粒状化再生骨材の粒度分布 

 

表－6 粒状化再生骨材の破砕値と推定吸水率 

粒状化 

材料 

種類 

100kN 

破砕値 

再生粗骨材 

L の推定 

吸水率 

JIS A 1110 

による 

吸水率 

推定吸水率 

/JIS 吸水率 

（％） （％） （％） （％） 

A 2.9 3.97 4.79 82.9 

B 3.4 4.39 6.18 71.0 

 

 

図－2 付着ペースト率と吸水率の関係 
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って水の表面張力が低下し 3），効果的にセメント硬化体

へ CO2を浸透させることも期待できることから，本報に

おいても MNB 水を使用することとした。MNB 水は，二

相流旋回方式のノズルを有する発生装置を用いて，水量

20L/min に対し CO2 は 1L/min の流量で混合し製造した。

MNB 水の供給量は，空隙内が水で満たされるような含

水状態ではCO2の硬化体内部への拡散が阻害されると考

えられたことから，表－6 に示す JIS A 1110 により実測

した各骨材の吸水率と同程度を上限とした。 

表－7 に試験水準，表－8 に試験手順を示す。試料は

2.3 で示した材齢約 4 週の表乾状態にある骨材約 1t を縮

分し、各 2kg とした。MNB 水の供給は噴霧器で行い，ス

プーンで再生骨材を攪拌しながら試料全体に水分が供給

されるように行った。その後，CO2濃度 17%，温度 20℃，

湿度 60%の中性化促進槽に静置した。この手順を 1 日 2

サイクル，合計で 4 サイクル（2 日間）行い，2，4 サイ

クルで CO2 固定量を確認した。また，試験前と 2，4 サ

イクルに MNB 水を供給した直後，2，4 サイクル終了時

の含水率も計測した。なお，計 4 回噴霧した MNB 水の

CO2 濃度は平均で 1690(ppm)，pH は平均で 5.25 であっ

た。 

CO2固定量の分析は示差熱－重量同時分析（TG-DTA，

以下，熱分析）によって行った。熱分析では CO2含有量

の測定に加え，Ca(OH)2量を推定することを目的とした。

昇温速度は 20℃/min で，1000℃まで計測した。なお，CO2

固定量および Ca(OH)2 の算出は，アセトン置換後の真空

乾燥による絶乾状態として行っている。 

Ca(OH)2 の測定は 450℃付近の脱水反応による質量変

化を読み取った。DTA（示差熱）曲線上における 450℃付

近の吸熱・発熱前後に引いた接線の交点を，それぞれ反

応開始温度 T1，反応終了温度 T2 とし，TG（熱重量）曲

線上で求められる T1,T2 間の差を，Ca(OH)2 の脱水によ

る質量変化量とした（図－3）。この質量変化量を基に化

学反応式から Ca(OH)2量を推定した。CaCO3量の推定は，

既往の文献 4）を参考に，TG 曲線の 550～900℃の間の質

量変化を脱炭酸量として読み取り，化学反応式から推定

した。また，CO2 の固定量については，1t の粒状化再生

骨材あたりに固定された CO2 として式(2)によって算出

した。 

𝐶𝑂ଶி௜௫ ൌ 1000 ൈ
ሺ஼ைమᇱି஼ைమሻ

ଵ଴଴
   (2) 

ここに，CO2Fix：CO2 固定量(kg/t)，CO2’：試験後の CO2

含有率(%)，CO2：試験前の CO2含有率(%) 

 本来は，試験前後の CO2含有率（％）の差の計算では、

試験を行うことで新しく固定されたCO2による質量増加

を考慮して固定量を計算する必要があるが，本報ではそ

の影響は極僅かであるため，除外することとした。また，

熱分析では，今回使用した粒状化材料のような有機系材

料を含む試料の評価において，分析中に有機系材料から

発生する CO2 が Ca(OH)2 と反応することで CaCO3 を生

成するなどといった現象によりCO2の定量結果に影響を

及ぼす懸念があり，正しい CO2固定量を捉えられていな

い可能性があることに留意が必要である。 

分析にあたっては，試験終了後，表－9 に示す手順で

試料調製を行った。試験を開始するにあたり，2 種類の

粒状再生骨材の CO2 含有量を熱分析によって確認した。

熱分析の結果を表－10に示す。A に比べ B の方が，製造

表－7 試験水準 

記号 MNB 水噴霧量 備考 

0% 噴霧無 

2,4ｻｲｸﾙ終了時に

試料採取 

試験前および各ｻ

ｲｸﾙ終了後，MNB水

噴霧後の含水率

を計測 

3% 
粒状化再生骨材 A,B 共に 

粒状化再生骨材質量の 3% 

A：5% 

B：6% 

JIS A 1110 により実測した各粒状

化再生骨材の吸水率と同程度 

A: 粒状化再生骨材質量の 5% 

B: 粒状化再生骨材質量の 6% 

 
表－8 試験手順 

手順 備考 

1 MNB 水の供給 
撹拌しながら噴霧器で所定の水量

を全体的に噴霧する 

2 炭酸化 
CO2 濃度 17%，温度 20℃，湿度 60%

の中性化促進槽に静置する 

1～2 を 1 サイクルとして 1 日に 2 サイクル実施し，所定の

サイクル数でサンプルを採取して分析を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3 Ca(OH)2の脱水反応の質量変化の推定方法 

 
表－9 試料調整手順 

手順 概要 

1 1mm 以下程度まで微粉砕 

2 アセトンに 6 時間以上浸漬し，自由水除去 

3 真空デシケータにて 6 時間以上存置 

4 100μm 程度までボールミルで細粉砕 

5 真空凍結乾燥し，分析まで密封容器で保管 

6 熱分析 

 
表－10 試験前の各粒状化再生骨材の熱分析結果 

粒状化材料 

種類 

CO2含有率 

(%) 

Ca(OH)2量 

(%) 

CaCO3量 

(%) 

A 2.40 1.73 5.45 

B 3.21 2.27 7.30 
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後に多くの CO2 を吸収・固定化しているが，Ca(OH)2 量

も B の方が多い。また，付着ペースト率も A に比べ B の

方が大きいことから，粒状化材料 B を用いた方が，人為

的な CO2固定化のポテンシャルが高いと考えられた。 

3.2 試験結果 

3.2.1 含水率の推移 

表－11 に含水率の推移を示す。含水率の初期値は，A

に比べ B の方が大きく，MNB 水供給後も同じ傾向であ

る。MNB 水供給直後の含水率は，吸水率と同程度供給し

た場合で A が 6%強，B が 8%前後，質量の 3%供給した

ものではいずれも吸水率より若干小さい値で推移してい

る。サイクル終了後の含水率は，MNB 水を供給したもの

は，供給していないものより0.2~0.3%大きい程度であり，

中性化促進槽内での炭酸化中に乾燥が進んでいることが

確認された。また，2 サイクルと４サイクル終了時で含

水率の差は小さく，より乾燥させる余地はあるものの，

吸水率程度の水分の付与は今回の試験環境とサイクル数

では過剰な量ではないと考えられた。 

3.2.2 CO2固定量 

表－12，図－4，図－5に，熱分析によって確認した CO2

含有量と固定量の推移を示す。 

2 サイクルの時点における CO2固定量は，MNB 水を供

給していないもので 8～9kg/t，3%および吸水率程度供給

したものでは，ばらつきはあるものの 12kg/t 程度あり，

MNB 水付与による固定量の増加が確認された。2～4 サ

イクルでは 0～2 サイクルに比べ，CO2固定量の増加は鈍

化するものの，A では MNB 水を供給していないものも

含め 3kg/t 程度，B では供給なしで 1kg/t，3%および吸水

率程度供給したものでは，それぞれ 2.5，4.3kg/t 増加し

た。4 サイクルの時点の CO2 固定量は MNB 水を供給し

たものは 15kg/t 前後であり，A と B では，A の固定量が

1kg/t 程度多い。いずれも 3％供給のものより吸水率程度

供給したものの固定量が多いことから，吸水率程度の

MNB 水の付与が，今回の試験環境においては炭酸化を

阻害しないことが，CO2固定量の面からも確認できた。 

従来，一般的なコンクリート構造物が降雨に曝される

場合，材料表面が飽水状態になることで気体の CO2拡散

表－12 CO2含有率と固定量の推移 

サイ 

クル 

数 

CO2含有率(%) 

粒状化再生骨材 A 粒状化再生骨材 B 

0% 3% 5% 0% 3% 6% 

0 2.40 2.40 2.40 3.21 3.21 3.21 

2 3.22 3.57 3.62 4.11 4.40 4.26 

4 3.54 3.89 3.98 4.22 4.65 4.68 

サイ 

クル 

数 

CO2固定量(kg/t) 

粒状化再生骨材 A 粒状化再生骨材 B 

0% 3% 5% 0% 3% 6% 

0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 8.2 11.7 12.2 9.0 11.9 10.4 

4 11.4 14.9 15.8 10.0 14.4 14.7 

 

 

図－4 A の CO2固定量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図－5 B の CO2固定量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図－6 A の Ca(OH)2量の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図－7 B の Ca(OH)2量の推移 
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表－11 含水率の推移 

サイクル数 

 

粒状化再生骨材 A 粒状化再生骨材 B 

0% 3% 5% 0% 3% 6% 

0 1.86 1.86 1.86 2.75 2.75 2.75 

2 サイクル水供給後 - 4.78 6.55 - 5.51 8.31 

2 サイクル終了後 1.03 1.29 1.29 1.24 1.48 1.38 

4 サイクル水供給後 - 4.57 6.29 - 5.30 7.75 

4 サイクル終了後 1.08 1.30 1.30 1.16 1.50 1.50 
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が抑制され，中性化の進行が遅くなると考えられている

5）。また，既存建物の実態調査においても雨がかりが有る

箇所が雨がかりのない箇所に比べて中性化速度が遅いこ

とが報告されている 6）。今回，粒状化再生骨材を 17％濃

度の CO2環境下で炭酸化養生した場合に水分付与が CO2

固定量を増加させるメカニズムに関しては今後の課題と

するが，モルタル破砕片を用いた曝露試験において乾燥

環境よりも乾湿繰返し環境のほうが炭酸化の速度が速く

なる報告もあり，その要因として，乾湿繰返し条件下で

は，炭酸化反応による Ca(OH)2 の消費を補うため，内部

から表面に向かって Ca(OH)2 が拡散し，Ca(OH)2 の消費

が促進されることが挙げられている 7）。本実験において

も図－6，図－7に示すように，水分供給を行わないもの

では Ca(OH)2 量が減少しないのに対して，水分供給を行

ったものではサイクル数の増加に伴い Ca(OH)2 量が減少

しており，水分供給により Ca(OH)2 の消費が促進されて

いることが確認できる。また，pH5.6 以下の酸性雨がコ

ンクリート内部に透水した場合に，液水中に溶解した

CO2 が移流により直接コンクリート内部に運ばれて中性

化の進行を促進させる可能性があることを解析により示

している報告 8）もあることから，今回使用した MNB 水

中のCO2が炭酸化促進に寄与している可能性も考えられ

る。 

 

4． まとめ 

 本報では，粒状化再生骨材の品質を確認するとともに，

粒状化再生骨材への効果的な CO2固定化を目的とし，実

験的検討を行った。MNB 水を粒状化再生骨材の吸水率

程度供給し，高濃度 CO2雰囲気下で養生および乾燥を繰

り返すことで，CO2固定量を増加できることを確認した。

この方法を用いることで，本報で使用した粒状化材料で

製造した粒状化再生骨材に約 15kg/t 程度の CO2を固定化

できたが，CO2 固定量の最大化，より効率的で安定した

CO2 固定化に向け，最適な MNB 水の供給量やサイクル

数，養生温度条件の調整など，更なるデータの蓄積，検

討が必要と考えている。 
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